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18730158)による援助を受けている。   2
 














もいる。ところが、とくに 1997 年 11 月末の「山一ショック」を経て、翌 1998 年以降深刻
化した金融危機の時期には、人員整理の報道が頻繁に新聞紙面を賑わせた（高橋･
玄田･伊藤(2006)）。また、一時期 5%を超え、英国やアメリカ合衆国と逆転したと注目
                                                 
2  学術論文ではないが、たとえば、2000 年 4 月に東洋経済新報社『エコノミックス』誌に掲載された小嶌典明･橘木





























































ところが、1998 年に実質 GDP がマイナス成長を示すと、就業機会もすぐさま減少に
転じた。実質 GDP 自体は翌々2000 年にプラス成長に回復したものの、就業機会の減





以上のように、1990 年代以降の日本の労働市場を巡っては、異なる 2 つのイメージ
が並存している。もとより、これらの 2 つのイメージはどちらかが完全に当てはまる類の
ものではない。とはいえ、日本の労働市場が実際のところどちらのイメージにより近い
                                                 
3  あるいは、Kambayashi, Kawaguchi, and Yokoyama (2007)  は、賃金関数上で測られる労働力の属性の価格が変
動していることを報告しており、例えば大卒プレミアムの減少は、急速に増加した大卒供給に対応した自然な結果




























るようになった 1980 年代後半以降研究が進められた。初期の研究成果は Davis, 








                                                 



















                                                 




































                                                 
6  ただし、そこでも触れられているように、多くの研究は 1980 年代後半以降を対象としており、日本における雇用創























                                                 
7  そのほかの選択肢としては、「出向」「出向元への復帰」「定年」「結婚」「出産･育児」「介護」（1993 年以降）「死亡･




















                                                 
8  四要件（要素）判断など労働法全般の教科書的な解説は菅野（2005）を参照のこと。整理解雇法理の四要素判
断に関する近年の裁判例の動向については、奥野･原(2008)が詳しい。 











4.  データ 
 
本稿では玄田(2004)などで盛んに用いられている厚生労働省『雇用動向調査』の個




の相違がある。本稿で用いた標本の限定方法については付録 1 にまとめた）。 
                                                 
10  一般的な計測方法は玄田(2004)第 1 章補論にまとめられているが、標本選択などに詳しいのは照山･玄田







農林水産業を除く約 1 万 3 千事業所に対して行われる。毎年 6 月末日に、1 月 1 日か










                                                 
11  常用労働者とは、次のいずれかに該当する労働者をいう。(1)期間を定めず雇われている者、(2)1 ヵ月を超える
期間を定めて雇われている者  、(3)1 ヵ月以内の期間を定めて雇われている者又は日々雇われている者で、前 2 ヵ
月にそれぞれ 18 日以上雇われた者。いわゆるパートタイム労働者を区別しない点に注意されたい。 
12  戦前期には日本銀行が労働統計の一環として同様の調査を行っており、伝統のある調査である。日本の労働市
場にとって、入職･離職の動向がその後内閣府に移管されている。したがって、調査個票の残存状況によっては、
雇用創出･消失指標を遡って作成することも可能である。アメリカ合衆国では Faberman (2005)  によって戦後 60 年






報告された 1 年間の離職者総数を比較した。 
 
表 1：  就業構造基本調査と雇用動向調査の比較  (単位：千人) 
2001年10月～2002年9月 (a) (b)/(a) (b) 2002年1月～2002年12月
離職者総数 7,482
うち前職雇用者 7,076
うち会社倒産･事業所閉鎖以外の理由の離職者 6,547 1.04 6,820 離職者総数
離職者総数 6,290
うち前職雇用者 5,838
うち前職5人以上規模の雇用者 5,440 1.09 5,943 離職者総数
離職者総数 5,606
うち前職雇用者 5,126




















1997 年調査と 1992 年調査からは 1～4 人の事業所からの離職者の割合が推測できる
が、その割合はそれほど大きくはないと考えられよう（5 人以上の事業所からの離職者










次の表 2 である。 
 
表 2：  標本事業所における離職者票数 
平均 標準偏差 最小 最大 ゼロ標本数
(1) 以下標本数
(2)
131687 106073 5.9 8.4 0 220 1514 200
平均 標準偏差 最小 最大 なし標本数 以下標本数

























間接的に離職者票の離職理由分布の性質を確認したい。次の表 3 は、2002 年就業
構造基本調査の離職者の離職理由分布と、2002 年雇用動向調査の離職者の離職理
由分布を比較したものである（1997 年および 1992 年については付録 2 を参照された
い）。 
 




うち会社倒産･事業所閉鎖以外の理由の離職者 6,547 0.96 6,820 離職者総数
人員整理･勧奨退職のため 752.3 0.90 838.5 635.0 経営上の都合(出向･復帰を除く)
133.1 出向
70.4 出向元への復帰
定年又は雇用契約の満了のため 797.1 0.67 1197.3 386.5 定年
810.8 契約期間満了
結婚のため 216.3 1.21 178.7 結婚
育児のため 228.6 1.59 143.4 出産育児
家族の介護･看護のため 113.1 2.73 41.5 介護




労働条件が悪かった 740 4015.9 0.93 4326.7 4067.2 その他個人的理由




































(A1)  雇用動向調査では、上期末（6 月末日）下期末（12 月末日）の常用労働者数と、両
期間内の入離職者総数が把握できる。これを用いて、通年の雇用増減および上







(A4)  雇用増加総数を上期首常用労働者数で除したものを「雇用創出率（Job Creation 
Rate; JCR）」、雇用減少総数を上期首常用労働者数で除したものを「雇用消失率
（Job Destruction Rate; JDR）」と呼ぶ。 
(A5)  雇用創出率（JCR）と雇用消失率（JDR）の和を「雇用再配置率（Job Reallocation 
Rate; JRR）」、両者の差を「純雇用変動率（Net Creation Rate; NET）」と呼ぶ。 
(A6)  入離職者総数を上期首常用労働者数で除したものを「労働者再配置率（Worker 
Reallocation Rate; WRR）」とする。 
                                                 
13  ただし、復元に用いる復元倍率は一般に上期と下期で異なる。したがって、上期･下期それぞれで入離職者数を
復元算出した後、両者を加減して通年の雇用増減を算出する。上期首の常用労働者数は上期末常用労働者数か












年から 2005 年までの 15 年間の推移である。 
 





































































































平均 標準偏差 最小値 最大値
JCR 3.8 0.42 3.3 4.7
JDR 4.5 0.56 3.6 5.4
JRR 8.3 0.34 7.8 9.1
NET -0.7 0.93 -1.8 1.1
WRR 34.1 1.75 31.6 37.4  
 
これらの数値は同じ雇用動向調査を用いている玄田･太田（2007）とほぼ等しい。
1990 年代を通じて JCR が継続的に低落し、2001 年にかけて JDR が急増している傾




に関しては第 3 節で議論した通りであるので、ここでは雇用動向調査をどのように加工  22
したかを説明しよう。 
 
(B1)  雇用動向調査では、上期末（6 月末日）下期末（12 月末日）の常用労働者数と、両
期間内の入離職者総数が把握できる。これを用いて、通年の雇用増減および上













(B6)  雇用創出総数を上期首常用労働者数で除したものを「雇用創出率（Job Creation 
Rate by new definition 2; JCR2）」、整理解雇による雇用消失数と未充足による雇
用消失数の和を上期首常用労働者数で除したものを「雇用消失率（Job 
Destruction Rate by new definition; JDR2）」と呼ぶ。また、整理解雇による雇用消
失数のみを期首常用労働者数で除したものを「整理解雇による雇用消失率（Job 
Destruction by Economic Dismissal; JDRd）とする。 
(B7)  雇用創出率（JCR2）と雇用消失率（JDR2）の和を「雇用再配置率（Job Reallocation 





                                                 
14  ただし、復元に用いる復元倍率は一般に上期と下期で異なる。したがって、上期･下期それぞれで入離職者数を
復元算出した後、両者を加減して通年の雇用増減を算出する。上期首の常用労働者数は上期末常用労働者数か
ら入離職者を割り戻した数値を復元算出する。   23
 








































































































平均 標準偏差 最小値 最大値
J C R 2 4 . 00 . 3 73 . 5 4 . 8
J D R 2 4 . 70 . 6 23 . 7 5 . 7
J R R 2 8 . 60 . 4 28 . 1 9 . 6






























































































































平均 標準偏差 最小値 最大値
J C R 3 4 . 80 . 3 54 . 4 5 . 5
J D R 3 5 . 50 . 6 84 . 4 6 . 7
JRR3 10.3 0.55 9.6 11.6
JDRe 2.1 0.47 1.37 2.77  
 
雇用創出率･消失率がともに高く計測され、雇用創出率の変動が小さく、雇用消失


























定義による雇用創出･消失指標の相互の相関係数を表示したのが、次の表 4 である。 
 
表 4:  雇用創出率･消失率指標の相関係数 
JCR 1 JCR2 1
JDR -0.79
* 1 JDR2 -0.75
* 1
JRR -0.05 0.65


















JCR3 JDR3 JRR3 NET
JCR2 JDR2 JRR2 NET JCR JDR JRR NET
 






アメリカ合衆国においてつとに指摘されている。当初、Blanchard and Diamond (1989) 











                                                 
15  ただし、Davis, Faberman, and Haltiwanger (2006)  は、1950年代には雇用創出率のばらつきと消失率のばらつき
は同等だったと報告し、この関係が戦後一貫して成立していたわけではないことを示唆している。また、Shimer 
(2007)は就業者異動を精査した結果、失職確率よりも就職確率のほうが時系列的ばらつきが大きいことを示し、雇











の愛知県でも 0.66、最大の青森県では 3.86 と大きな開きがある。本節では、15 ヵ年の
単純平均（aJCR、aJDR など a の文字を付け加えて標章する）に着目して都道府県内
の時系列方向のばらつきを捨象し、都道府県間の相違点に焦点を絞って議論を続け
たい。 
年別都道府県別に集計した各種指標のうち JCR および JDR について、15 ヵ年平均
を都道府県ごとに示したのが次の図 5 である。 
 









































標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値
aJCR 47 3.8 0.40 2.9 4.9
aJDR 47 4.5 0.56 3.7 6.4
aJRR 47 8.3 0.72 7.3 10.6
aNET 47 -0.7 0.66 -3.0 0.6
aWRR 47 33.7 3.75 27.3 44.3  
 
図 5 において、ほとんどの都道府県は 45 度線の上方に位置しており、aJCR よりも























表 5：  平均雇用創出･消失指標と経済変数との関係  (都道府県、15 ヵ年平均)   31
被説明変数
係数 標準偏差 係数 標準偏差 係数 標準偏差 係数 標準偏差
製造業比率 -0.0003 0.0102 -0.0254
* 0.0127 -0.0257 0.0168 -0.4478
*** 0.0689
大企業比率 0.0325 0.0241 -0.0455 0.0299 -0.0130 0.0395 -0.0073 0.1618









aJCR aJDR aJRR aWRR














図 6：  整理解雇（および雇止め）を加味した雇用創出率･消失率 






































































































標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値
aJCR2 47 4.0 0.41 3.1 5.2
aJDR2 47 4.7 0.59 4.0 6.8
aJRR2 47 8.7 0.76 7.6 11.3
aJCR3 47 4.8 0.81 3.5 8.2
aJDR3 47 5.5 0.89 4.5 9.0










表 6:  雇用創出･消失指標の相関係数  （都道府県平均） 
aJCR 1 aJCR2 1
aJDR 0.09 1 aJDR2 0.16 1
aJRR 0.63
* 0.83
























* -0.05 -0.12 1
注)　*は1%水準、**は5%水準で0と異なることを示す
aJCR2 aJDR2 aJRR2 aNET aJDRd aJCR aJDR aJRR aNET






















7.  雇用変動と最低賃金 
































雇用フローをとった OLS 推定の結果である。 
 
表 7：  雇用フローと最低賃金との関係  (都道府県、10 ヵ年平均) 
                                                 
16  データの利用を承諾してくださった川口大司氏に深く感謝申し上げる。   37
被説明変数


















































































ついて、どのようなメカニズムが重要なのかを解明する必要があるだろう。   40
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(1)  調査時点で、同一の事業所番号を保持している重複標本をすべて除く。 
(2)  上期のみあるいは下期のみしか格納されていない標本を除く。 





(4)  さらに官公庁に分類される標本を除いた標本を、最終標本とする。 
以上の手順によって削除された標本は次の通りである。 
 
上期事業所票 重複 下期事業所票 重複 突合なし
1991 11905 0 11814 0 459
1992 11604 2 11414 0 266
1993 11155 0 10929 0 488
1994 11148 0 10721 0 649
1995 11233 0 11063 0 610
1996 11805 0 11668 0 771
1997 11748 0 11566 0 792
1998 11613 4 11415 32 976
1999 11525 0 11372 0 1009
2000 11206 0 11040 8 1008
2001 10980 4 10765 4 1127
2002 10892 0 10798 4 1288
2003 10622 0 10453 0 1185
2004 10706 0 10525 0 1487
2005 10804 0 10661 0 1493
合計 168946 10 166204 48 13608
期首期末不一致 産業不一致 抽出率不一致 事業所規模不一致 官公庁 最終標本数
968 33 17 435 703 9603
793 14 14 432 686 9542
1124 20 13 301 521 8943
904 16 19 411 514 8875
941 16 27 385 533 9051
1004 24 36 421 585 9437
895 20 23 384 566 9501
925 36 74 424 574 9120
1060 26 25 482 620 8916
913 25 22 430 616 8744
873 17 16 406 625 8497
1068 33 0 455 615 8183
1079 22 0 437 576 7976
1304 17 0 413 818 7549
1294 32 0 399 732 7750
15145 351 286 6215 9284 131687    43
＜付録 2：  就業構造基本調査と雇用動向調査の離職理由比較＞ 
 




うち5人以上事業所からの離職者 5,440 0.92 5,943 離職者総数
人員整理･勧奨退職のため 440 1.00 439.7 255.5 経営上の都合(出向･復帰を除く)
184.2 出向
0 出向元への復帰
定年又は雇用契約の満了のため 651 0.66 980.5 344.7 定年
635.8 契約期間満了
結婚のため 268 1.25 213.9 結婚
育児のため 228 1.53 148.6 出産育児
家族の介護･看護のため 102 3.43 29.7 介護




自分に向かない仕事だった 532 3339 0.83 4017.1 3690.3 その他個人的理由










うち5人以上事業所からの離職者 4,734 0.85 5,594 離職者総数
人員整理･会社解散･倒産のため 267 0.92 290.9 190.2 経営上の都合(出向･復帰を除く)
100.7 出向
0 出向元への復帰
定年などのため 421 0.59 715.9 234.9 定年
481 契約期間満了
結婚のため 289 1.15 251.7 結婚
育児のため 227 1.50 151 出産育児
家族の介護･看護のため 101




自分に向かない仕事だった 519 3037 0.75 4066.5 3904.3 その他個人的理由
家族の転職･転勤又は事業所の移転のため 124 162.2 本人の責
その他 1101
就業構造基本調査 雇用動向調査
1991年10月～1992年9月 1992年1月～1992年12月